
1 
 

滋賀県保健医療計画（原案）に対して提出された 

意見・情報とそれらに対する滋賀県の考え方について 

 
 
 
１ 県民政策コメントの実施結果 

 
   平成29年12月20日（水）から平成30年１月19日（金）までの間、滋賀県民政策コ

メントに関する要綱（平成12年滋賀県告示第236号）に基づき、「滋賀県保健医療計

画（原案）」についての意見・情報の募集を行った結果、県民および団体・市町か

ら合計７３件の意見・情報が寄せられました。 

   これらの意見・情報に対する滋賀県の考え方は次のとおりです。 

   なお、取りまとめにあたり、提出された意見・情報の一部は、その趣旨を損なわ

ない範囲で内容を要約したものとなっています。 
 
 
 
２ 提出された意見・情報の内訳 

※（ ）内は内数 

項  目 県民 団体等 市町 

計画全般  4件 1件 

第 1部 総論 

 

第 1章 計画に関する基本事項  1件 1件 

第 2章 保健医療環境の概況   5件 

第 3章 基本理念  3件  

第 4章 保健医療圏   1件 

第 2部 健康づくりの推進 

 

第 1章 健康づくりと介護予防の推進   8件 

 

1 健康づくり   （1） 

2 保健対策   （3） 

3 介護予防   （4） 
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項  目 県民 団体等 市町 

第3部 総合的な医療福祉提供体制の整備 

 

第 3章 疾病・事業ごとの医療福祉体制 6件 28件 11件 

 

1 がん  （7）  

2 脳卒中  （3） （2） 

3 心筋梗塞等の心血管疾患  （2）  

4 糖尿病   （1） 

5 精神疾患 （1） （7） （3） 

6 救急医療（小児救急を除く） （4） （1） （1） 

8 小児医療（小児救急を含む）   （1） 

9 周産期医療   （2） 

11  在宅医療  （2） （1） 

13 慢性腎臓病  （1）  

15 アレルギー疾患  （1）  

16 感染症 （1）   

17 その他疾病  （1）  

18 臓器移植・骨髄移植  （1）  

21 薬事保健衛生  （1）  

 その他  （1）  

第 6章 患者・利用者を支える人材の確保  2件 1件 

 

 1 医師  （1）  

 4 保健師・助産師・看護師・准看護師  （1）  

 8 精神保健福祉士   （1） 

第4部 計画の推進   1件 

計 6件 38件 29件 

          合計  73件 
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３ 提出された意見・情報とそれらに対する滋賀県の考え方 

NO 頁 意見・情報の概要 滋賀県の考え方 

第 1 部 総論  

第 1 章 計画に関する基本事項 

1 1 「１ 計画策定」に、「疾病の予防・診断・治療、

リハビリテーションに至る」とあるが、健康増進の

施策がどこにも無い。 

健康づくりは、人間が受精卵から発生し始めた

ところから始めるべきで、健康な受精卵を作れる

男女の育成から始めるべき。 

保健医療計画の中身はあくまでも「疾病対策」

であることを周知して頂きたい。 

健康増進については、第２部で健康づくりにつ

いて記載しているほか、詳しくは別途「健康いき

いき 21 健康しが推進プラン」を策定しています。 

2 1 「滋賀県国民健康保険運営方針」および「滋賀県

国民健康保険事業実施計画」（データヘルス計

画）についても、整合を図る計画の中に入れるべ

きではないか。 

策定に際しては整合を図っており、また、本文

中にこれらの計画の名称は出していませんが、

「他の健康医療福祉関係計画との整合を図り」と

の表現の中に含むため、原案のとおりとします。 

第 2 章 保健医療環境の概況 

3  

 

6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7 

 

 

 

 

 

 

下記のとおり修正すべき。 

 

①低い方から全国で 6 番目の低率となっていま

す。 

→全国で低い方から 6 番目となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②図 1-2-3-4 出典が P7 の 1 行目になってい

る。P6 に記載する方が望ましい。 

 

③低い方から全国で 2 番目の低率となっていま

す。 

→全国で低い方から 2 番目となっています。 

 

 

 

① 御意見を踏まえ、次のとおり修正します。 

（修正前） 

「低い方から全国で 6 番目の低率となっていま

す。」 

（修正後） 

「低い順で、全国第 6 位となっています。」 

 

また、同ページの「（３）乳児死亡の動向」につ

いて、次のとおり修正します。 

（修正前） 

「低い方から全国で 7 番目となっています。」 

（修正後） 

「低い順で、全国第 7 位となっています。」 

 

②御指摘のとおり修正します。 

 

 

③御意見を踏まえ、次のとおり修正します。 

（修正前） 

「低い方から全国で 2 番目の低率となっていま

す。」 
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NO 頁 意見・情報の概要 滋賀県の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9 

 

 

 

 

18 

 

 

 

④低い方から全国で 1 番目となっています。 

→全国で最も低くなっています。 

 

 

 

 

⑤第 1 位となり、現在も、急激な増加を続けてい

ます。 

→第 1 位となり、現在も急激な増加を続けていま

す。 

 

⑥前回調査時（平成 24 年度）より増加していま

す。 

→より○％増加しています。 

（修正後） 

「低い順で、全国第 2 位となっています。」 

 

④御意見を踏まえ、次のとおり修正します。 

（修正前） 

「低い方から全国で 1 番目となっています。」 

（修正後） 

「低い順で、全国第 1 位となっています。」 

 

⑤御指摘のとおり修正します。 

 

 

 

 

⑥御意見を踏まえ、次のとおり修正します。 

（修正前） 

「前回調査時（平成 24 年度）より増加していま

す。」 

（修正後） 

「前回調査（平成 24 年度）（「多少感じている」

44.7％、「大いに感じている」33.5％）より 4.9 ポイ

ント増加しています。」 

4 12 「県民医療費は 4,222 億円であり、本県の後期

高齢者医療費が総医療費に占める割合は、約

35％となっている」と書くのであれば、表 1－2－6

－1「後期高齢者医療費の推移」に県民医療費が

比較できるように挿入したほうが理解できるので

はないか。 

御意見を踏まえ、表 1-2-6-1 に医療費総額を

追記します。 

なお、医療費総額については、国の統計資料

が平成 23 年度、26 年度、27 年度しかありませ

んので、その数値を追記します。 

また、「県民医療費」、「総医療費」の表記につ

いては、滋賀県医療費適正化計画（案）との整合

を考慮し、「医療費総額」に統一します。 

 第 3 章 基本理念 

5 21 「保健医療計画で目指す 5 つの姿」のうち「５ 

これからのサービスの提供を支える地域の医療

福祉の体制が整備されている」に、医療保険制

度の持続可能性を確保するという医療保険者と

しての視点を入れられないか。 

 保健医療計画は、保健・医療・福祉の提供体制

にかかる方針を示したものであり、持続可能な国

民健康保険の運営については「滋賀県国民健康

保険運営方針」で示しているところであり、原案

のとおりとします。 
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NO 頁 意見・情報の概要 滋賀県の考え方 

6 21 「３ 取組の重点事項」の 2 行目に「県が実施

する事業のほか、医療機関、団体、市町、NPO、

県民等が主体的に実施する事業」とあるが、「保

険者」を追加いただきたい。 

また、「団体」とあるのも P263 の計画の １ 推

進体制と役割）の記述にあわせて「医療福祉関係

団体」としてはどうか。 

御指摘のとおり「保険者」を追加します。 

また、「団体」については P263 の「医療福祉関

係団体」は医師会等の医療福祉関係者の団体を

想定しているのに対し、より幅広い主体を想定し

ていることから、原案のとおりとします。 

7 21 課題が網羅され、また「目指す姿」「取組の方

向性」「現状と課題」「具体的な施策」が設定され

ており、全体としてよい計画。また、取組の重点

項目がまとめられており、重点的に取り組む施策

も分かりやすい。 

 追加として、取組の重点項目の優先順位（緊急

度）が分かる資料があれば、更によい。（いずれ

も重要で優先すべき項目とは思うが） 

 取組の重点項目は、保健医療計画の中に数多

くある施策の中でも重点的に取り組むべき事項を

示していることから、さらに優先順位をつける必

要はないと考えますので、原案のとおりとしま

す。 

 第 4 章  保健医療圏 

8 24 二次保健医療圏のあり方について、計画策定

３年後の中間見直し時を目途に検討していくこと

とされているが、客観的なデータ分析による評価

が実施された上で、検討が進められることを要望

する。 

二次保健医療圏の検討にあたっては、人口や

患者数をはじめ様々なデータを用いて検討する

こととしています。 

第 2 部 健康づくりの推進 

第 1 章 健康づくりと介護予防の推進 

１ 健康づくり 

9 29 現状と課題（１）県民の健康の状況 

４つ目の項目中「しかしながら、男性において

は、両寿命※の差が拡大しており」は、不要では

ないか。 

※（平均寿命と健康寿命） 

（理由） 

男女を問わず健康寿命の延伸が必要であるこ

とから、男性のことのみ表現する必要はないので

はないか。 

 

 

 

 

男性についての記述は現時点での評価であ

り、男女問わず健康寿命の延伸は必要と考えて

おりますので、御指摘を踏まえ、次のとおり修正

します。 

（修正前） 

「（略）経年的にみると、平均寿命および健康寿命

ともに延伸しています。 

しかしながら、男性においては、両寿命の差が

拡大しており、今後も引き続き平均寿命の伸びを

上回る健康寿命の延伸を目指した取組を進める

必要があります。」 

（修正後） 

「（略）経年的にみると、平均寿命および健康寿命

ともに延伸していますが、男性においては、両寿

命の差が拡大しています。 
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NO 頁 意見・情報の概要 滋賀県の考え方 

こうしたことから、今後も引き続き平均寿命の

伸びを上回る健康寿命の延伸を目指した取組を

進める必要があります。」 

２ 保健対策 

10  

 

38 

 

 

 

 

41 

以下のとおり修正すべき。 

 

事業場→事業所等 

 

 

 

 

1565 人→1,565 人 

 

 

ここでは、労働安全衛生法に基づく歯科健診

の実施単位との整合性を図り、労働安全衛生法

上の概念の「事業場」を用いているため、原案の

とおりとします。 

 

御指摘のとおり修正します。 

11 39 （２）支援強化が必要な分野における状況 

次のように変えたほうが分りやすいのではな

いか。 

 

○歯科保健医療関係者を対象とした、児童虐待

の疑いを発見した際の対応について理解するた

めの研修機会が減少している、もしくは設けられ

ていない二次保健医療圏域があることから、児

童虐待への歯科からの支援を強化する必要があ

ります。 

 

 

⇒○歯科保健医療関係者を対象とした、児童虐

待の疑いを発見した際の対応について研修機会

の減少、また研修を行っていない二次医療圏域

があることから、児童虐待への歯科からの支援

を強化する必要があります。 

御意見を踏まえ、次のとおり修正します。 

 

 

（修正前） 

○歯科保健医療関係者を対象とした、児童虐待

の疑いを発見した際の対応について理解するた

めの研修機会が減少している、もしくは設けられ

ていない二次保健医療圏域があることから、児

童虐待への歯科からの支援を強化する必要があ

ります。 

 

（修正後） 

○歯科保健医療関係者を対象とした、児童虐待

の疑いを発見した際の対応について理解するた

めの研修機会が減少していることから、児童虐待

への歯科からの支援を強化する必要がありま

す。 

３ 介護予防 

12  

 

45 

 

 

 

 

 

 

以下のとおり修正すべき。 

 

互助の基盤になるとともに、 

→共助の基盤になるとともに 

 

 

 

 

 

 

 

住民自身が運営する体操の集いなどの継続

的な活動の中から住民同士の相互支援が生ま

れてくることについては、社会保険のような制度

化された相互扶助である共助の基盤というより

も、近隣の助け合いやボランティア等のインフォ

ーマルな相互扶助である互助の基盤となると考

えていますので、修正は行わず原案のとおりとし
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NO 頁 意見・情報の概要 滋賀県の考え方 

 

 

48 

50 

 

 

「大腿骨頸部骨折」の「頸部」「頚部」を統一 

連携した普及啓発活動を推進します。 

→連携した普及・啓発活動を推進します。 

ます。 

 

御意見を踏まえ、「頸部」に統一します。 

同じ（３）の項目で普及・啓発としているため、

御指摘のとおり修正します。 

13 50 数値目標について、介護予防や重症化予防の

効果をみるのであれば、要介護認定における重

度認定者（要介護３～５）の割合や、後期高齢者

に占める脳血管疾患や人工透析患者の割合

（KDB データ）等を入れてはどうか。 

高齢者の要介護度の維持・改善や疾病予防は

重要ですが、介護予防の推進にあたっては身体

機能の向上のみならず、地域の中で生きがいや

役割を持って生活できるよう、高齢者を取り巻く

環境への働きかけを含めたバランスの取れた取

組による自立支援が重要と考えていますので、

修正は行わず原案のとおりとします。 

第 3 部 総合的な医療福祉体制の整備  

第 3 章 疾病・事業ごとの医療福祉体制 

 1 がん 

14 61 「（３）がんの早期発見・がんの検診２次予防）」

では、漫然と 7 項目で箇条書きしてあり、最も強

調すべき検診受診率が低く不十分であることが

ぼやけてしまっている。 

がんの早期発見は、がん検診受診率だけでは

なく、がん検診の精度管理が重要であるため並

べて記載しています。詳しくは、滋賀県がん対策

推進計画でがん検診受診率対策について項目を

設けて記載していますので、原案のとおりとしま

す。 

15 69 （８）ウ 地域連携と在宅医療の充実 

 

末期がん患者に対しての医療提供医療機関、

医療用麻薬処方ができる診療所が少なく、病院

からのがん患者紹介が数少ない受け入れ可能な

診療所に集中してがん患者の在宅診療の障害と

なっている。地域医師会としても在宅療養診療所

の申請とともに医療用麻薬処方免許の取得をよ

り推進しているが、県も医療用麻薬処方免許取

得とがんパス、緩和ケア講演を合わせた機会を

毎年 1 回程度開催されてはどうか。 

御意見を踏まえ、緩和ケアに関する講演会の

企画の際に検討します。 
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NO 頁 意見・情報の概要 滋賀県の考え方 

16 63 がんの医療提供体制（病院の役割）について、下

線部を追記してはどうか。 

 

○ がん診療連携拠点病院、地域がん診療病

院、知事が指定するがん診療連携支援病院を中

心に、我が国に多いがん（肺・胃・肝・大腸・乳が

ん。以下「５大がん」という。）の診療ガイドライン

に基づく集学的治療を提供しています。 

 

○ 滋賀医科大学医学部附属病院と県立総合病

院（旧成人病センター）は、滋賀県がん診療連携

拠点病院として、上記のがん拠点病院・支援病院

における診療等を支援し、県内のがん医療をコ

ーディネートしています。 

〇 滋賀医科大学医学部附属病院は、滋賀県が

ん診療高度中核拠点として、がん医療における

高度・先進的な医療を開発・提供するとともに、医

師等の養成や県内の医療機関への人材支援を

行い、全医療圏域における医療の高度化に取り

組んでいます。 

〇 大津赤十字病院は、滋賀県がん診療広域中

核拠点病院として、地域の医療機関と連携した大

津・湖西保健医療圏域における専門的ながん医

療を提供しています。 

 

（理由） 

・知事指定の拠点病院と都道府県及び地域がん

診療連携拠点病院等との役割分担につき全く記

載がなく不明確で一般には違いが理解困難。各

指定病院の現在と今後の役割は当該欄でより分

かりやすく明確にしておく必要がある。 

・上記が記載されていないと、県民、患者・家族、

医療関係者が知事指定の拠点病院の機能を理

解し、提供サービスにアクセスする機会に支障が

生ずる。 

 御意見を踏まえ、一つ目の○に下線部のとおり

追記します。 

 

「○がん診療連携拠点病院、地域がん診療病

院、地域がん診療連携支援病院を中心に、我が

国に多いがん（肺・胃・肝・大腸・乳がん。以下「５

大がん」という。）の診療ガイドラインに基づく集

学的治療を提供しています。」 

 

３項目の追加については、表３－３－１－１と

表３－３－１－２の役割の記載と重複しますの

で、原案のとおりとします。 

 

 

17 70 図 3-3-1-7 がん医療連携のイメージに 

滋賀県がん診療連携拠点病院の記載がない。都

道府県がん診療連携拠点病院と同列に位置づけ

て図中に記載すべきである。 

御指摘のとおり、図に滋賀県がん診療連携拠

点病院を追加します。 
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NO 頁 意見・情報の概要 滋賀県の考え方 

18 71 （９）ア 人材育成 

下記のとおり削除・追記してはどうか。 

 

○ 高度な医療を行うために、放射線治療、外科

治療、薬物療法の、緩和・支持療法、高度・先進

的な医療を担う医師・専門医療人の専門医の人

材育成を進める必要があります。 

 

（理由） 

・高度な医療を構成するのは従来の 3 大療法(外

科、放射線、薬物)の専門医だけではなく、緩和・

支持療法や高度・先進的な医療（先進医療制度、

患者申出療養制度、治験等含む）を担う医師、専

門医療人等広域な職種であり、養成を専門医に

限定した記載は今日の医療施策の要請にそぐわ

ない。 

御意見を踏まえ、滋賀県がん対策推進計画

（案）との整合を考慮し、次のとおり修正します。 

 

（修正前） 

○高度な医療を行うために、放射線治療、外科

治療、薬物療法の専門医の人材育成を進める必

要があります。 

 

（修正後） 

○高度な医療を行うために、外科治療、放射線

治療、薬物療法、免疫療法、緩和ケア、支持療法

などを担う専門的な医療従事者の人材育成を進

める必要があります。 
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NO 頁 意見・情報の概要 滋賀県の考え方 

19 72 （２）ア がん医療の充実 

 

下記のとおり削除・追記してはどうか。 

 

○ 滋賀県がん診療高度中核拠点である滋賀医

科大学医学部附属病院は、がん医療における高

度・先進的な医療の開発・提供に取り組んでいま

す。 

 

 

○ 県は、県民ががんゲノム医療等の高度・先進

的な治療が受けられるよう体制整備や情報提供

のあり方を検討します。を進め、滋賀医科大学医

学部附属病院は滋賀県がん診療高度中核拠点

としてがんゲノム医療の実施体制を整備・強化

し、全圏域をカバーする支援に取り組みます。 

 

（理由） 

・がんゲノム医療を「高度・先進的な医療」と定義

して記載すると読者に過度の期待や誤解を与え

る恐れがある。現状ではパネル検査は標準治療

に向けた取り組みが始まった段階であり、一方、

既に標準治療に組み入れられている検査もあ

る。「高度・先進的な医療」の記載は削除すること

が望ましい。先般、厚労省が発出したがんゲノム

医療拠点病院指定要件にある通り、保健医療計

画の今後の 6 年間においては、がんゲノム医療

は「あり方を検討」する段階ではなく、「体制整備

から実施・普及段階」である。国の施策を考慮し、

滋賀県におけるがんゲノム医療の推進にあた

り、県と滋賀医科大学医学部附属病院が果たす

役割を明確にする必要がある。 

御意見を踏まえ、滋賀県がん対策推進計画

（案）との整合を考慮し、次のとおり修正します。 

 

・この項目の最後に次のとおり追加 

「○滋賀県がん診療高度中核拠点病院である滋

賀医科大学医学部附属病院を中心に、高度・先

進的ながん医療の開発、研究、人材育成に継続

して取り組みます。」 

 

・３つ目の○を次のとおり修正 

（修正前） 

○県は、県民ががんゲノム医療等の高度・先進

的な治療が受けられるよう体制整備や情報提供

のあり方を検討します。 

 

（修正後） 

○県とがん診療連携拠点病院は、がんゲノム医

療が受けられる体制を推進します。 

 

 

20 67 (6)ア 希少がん・難治性がん 

×スキルス性胃がん  

⇒ ○スキルス胃がん 

御意見のとおり修正します。 
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NO 頁 意見・情報の概要 滋賀県の考え方 

 2 脳卒中 

21  

 

 

77 

 

 

80 

大津赤十字病院は平成 30 年 1 月末で回復期リ

ハビリテーション病床を閉鎖するため、 

 

（３）ア 医療機能の状況４つ目の○ 

15 病院 808 病床 ⇒ 14 病院 767 病床 

 

表 3-3-2-5 表中の回復期リハビリテーション病

棟を有する病院 

回復期リハビリテーション 

維持期リハビリテーション  

について、大津赤十字病院の○を削除 

御指摘のとおり、表と文の記載を修正します。 

22 79 表 3-3-2-4 「脳卒中急性期の医療に対応できる

病院」のうち、「脳卒中の治療に関する体制」欄に

ついて、体制が原則的に 24 時間整っているのは

滋賀医科大学くらいではないか。 

 

各医療機関に体制を確認して掲載していること

から、原案のとおりとします。 

23 76 図３－３－２－２ 

維持期医療の中に重症化予防や再発予防につ

いては、かかりつけ医の医療のみの記載です

が、地域では多職種が医療連携をとりながら関

わっています。多職種が関わるのは、リハビリだ

けではないと思います。 

 

医療提供体制の図であり、また多職種連携に

ついては現状と課題と具体的な施策に記載して

おりますので原案のとおりとします。 

24 82 

83 

脳卒中連携パスについて、リハビリに関する記載

だけですが、脳卒中データセンターがつかんだ

再発の実態や課題も連携パスの課題や対策とし

てあげる必要があるのではないか。 

脳卒中データセンターの再発の実態データ等

を踏まえ、課題や対策を記載していますので、原

案のとおりとします。 

 3 心筋梗塞等の心血管疾患 

25 88 表 3-3-3-4 「心血管疾患の急性期の必要とされ

る主な治療法に対応できる病院」のうち、「心筋

梗塞等の心疾患の治療に関する体制」欄につい

て、体制が原則的に 24 時間整っているのは滋賀

医科大学くらいではないか。 

 

 

各医療機関に体制を確認して掲載していること

から、原案のとおりとします。 
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NO 頁 意見・情報の概要 滋賀県の考え方 

26 87 （３）医療機能の現状 

以下のとおり追記してはどうか。 

 

○ 滋賀医科大学医学部附属病院は、すべての

二次医療圏の病院から 365 日 24 時間体制で

緊急手術を受け入れ実施できる体制を構築して

おり、患者搬送体制整備（ドクターヘリ、救急車と

の連携）のもと、緊急を要する急性心筋梗塞、急

性大動脈解離、大動脈瘤破裂など県内の高度救

命心臓血管医療に対応しています。 

御指摘については、疾患ごとの医療提供体制

の取組にて「滋賀医科大学医学部附属病院は、4

ブロックの医療機関と連携し、全圏域をカバーし

ます。」と記載している趣旨と重複しますので、追

記はせず原案のとおりとします。 

4 糖尿病 

27 95 下から１１行目 

糖尿病の重症化予防については、医師が行う行

為だけを治療と位置づけるのではなく、医療連携

を取る中で、多職種が行う指導もガイドラインに

沿って「食事療法」「運動療法」「薬物療法」と位置

付けて考えるべきと思う。 

御意見を踏まえ、次のとおり修正します。 

（修正前） 

「重症化・合併症予防のため、病態に応じた適切

な治療や栄養ケアステーション等を活用した栄養

指導、運動指導、薬剤師による服薬指導等、多

職種連携、病診連携体制の推進が必要です。」 

 

（修正後） 

「重症化・合併症予防のため、病態に応じた適切

な治療を病診連携により行うことや、栄養ケアス

テーション等を活用した食事療法、リハビリテー

ション専門職による運動療法、薬剤師による薬物

療法等を多職種連携により支援することが必要

です。」 

 5 精神疾患 

28 99 「目指す姿」を根本的に見直す必要あり。 

その上で 

１．精神障害の原因の探求への予算配分 

２．予防対応への予算 

３．精神強化策の具体策への予算 

その上で、現在の「県立精神医療センター」の見

直し、優れた共同社会のモデルづくり等が課題。 

総花的に列挙しても問題の重要度、優先順位

不明瞭。検証も不十分で県民に説得力ある対応

にすべき。 

 御意見は、今後の施策推進にあたっての参考

とさせていただきます。 
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NO 頁 意見・情報の概要 滋賀県の考え方 

29 102 （２）精神保健医療福祉施策  

イ 身体合併症 の項目に、下記を追記しては

どうか。 

 

身体合併症を有する精神疾患患者の治療施

設は、滋賀県内に二つしかなく、特に大津、湖南

圏域に関しては滋賀医科大学が唯一の治療施

設となっています。 

 滋賀医科大学医学部附属病院は、主に身体疾

患を合併する精神疾患患者の治療施設として全

圏域をカバーしていただいていますが、特定の

医療機関の記載はしていませんので、追記はせ

ず原案のとおりとします。 

30 103 （２）精神保健医療福祉施策  

エ 災害精神医療 の項目に、下記を追記して

はどうか。 

 

滋賀医科大学精神科は DPAT の中核として、

支援参加のみならず情報発信、研修会の開催等

を活発に行っております。アカデミアとの連携が

不可欠な本事業の中で、重責を果たしておりま

す。 

災害派遣精神医療チーム（DPAT） の体制づく

りについては、滋賀医科大学精神科を含めた県

内の各精神科医療機関にも御協力いただいてい

るところであり、追記はせず原案のとおりとしま

す。 

31 

 

104 （１） 多様な精神疾患等に対応できる医療連携

体制の構築 の項目に、下記を追記してはどう

か。 

 

人材育成において、滋賀医科大学は県内唯一

の専門医プログラム基幹施設であり、当大学を

中心とする県内ほぼすべての精神医療施設が人

材育成の核となっています。 

 滋賀医科大学医学部附属病院は、医師等の主

な精神科医療従事者の養成を行っていただいて

いますが、特定の養成機関の記載はしていませ

んので、追記はせず原案のとおりとします。 

32 105 ア 統合失調症 の項目に、下記を追記してはど

うか。 

 

 重症統合失調症に対し有効性を持つクロザピ

ン治療は、重篤な副作用として無顆粒球症があ

り、本副作用発生時には滋賀医科大学（血液内

科）が治療受け入れをするという協定を、県内多

くの精神科医療機関と提携しています。精神科を

有し身体合併症に対応可能な滋賀医科大学附属

病院により県内のクロザピン治療は支えられて

いるといっても過言ではありません。 

 滋賀医科大学医学部附属病院は、重症統合失

調症患者に対するクロザピン治療を施術する精

神科医療機関と提携を結んでおられる主要な医

療機関として全圏域をカバーしていただいていま

すが、特定の医療機関の記載はしていませんの

で、追記はせず原案のとおりとします。 
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NO 頁 意見・情報の概要 滋賀県の考え方 

33 106 イ うつ病・躁うつ病 の項目に、下記を追記して

はどうか。 

 

 重症うつ病、躁うつ病に対しほぼ唯一有効であ

る修正型電気けいれん療法（m-ECT）を施行でき

る医療機関は、県内では滋賀医科大学精神科が

唯一といっても過言ではなく、豊富な施行実績を

もち、重症例の多くを引き受けています。 

 滋賀医科大学医学部附属病院は、重症うつ病、

躁うつ病に対する修正型電気けいれん療法を施

行する主要な医療機関として全圏域をカバーして

いただいていますが、特定の医療機関の記載は

していませんので、追記はせず原案のとおりとし

ます。 

34 108 シ 自殺対策 の項目に、下記を追記してはどう

か。 

 

 滋賀医科大学附属病院は県内で唯一、救急患

者精神科継続支援料の算定基準を満たし、自殺

再企図防止プログラムに則った自殺対策を講じ

ている医療施設です。 

 滋賀医科大学医学部附属病院は、救急患者精

神科継続支援料の算定基準を満たし、自殺再企

図防止プログラムに則った自殺対策を講じている

医療施設でありますが、特定の医療機関の記載

はしていませんので、追記はせず原案のとおりと

します。 

35  予防・早期発見に関する取組がない。 

教育機関と連携して子ども達への知識、啓発

を進めるべき。 

子どもが正しい知識を持ち、自らの疾病に対し

て早期対応することができる体制づくりが必要。 

御意見は、今後の施策推進にあたっての参考

とさせていただきます。 

 6 救急医療（小児救急を除く） 

36 118 表 3-6-6-16 本県の救命救急センターと運営

体制の概要 

大津赤十字病院 高度救命救急センターにつ

いて、救命救急センター現況調べで報告した内

容とどう整合するのかわからない。 

また、済生会滋賀県病院、長浜赤十字病院に

ついては合計数が内訳と合わない。 

「救命救急センター現況調べ」における報告の

分類が詳細であるため、保健医療計画において

は、一部の項目を合算して記載していますが、よ

りわかりやすくするため、御指摘を踏まえ、「専用

病床数」の病床数と、そのうちＩＣＵ等（ＩＣＵ，ＣＣ

Ｕ，ＳＣＵ，ＨＣＵ，熱傷ベッド、小児病床）の病床

数を記載することとします。 

37  滋賀医科大学は高度・専門的な医療を提供す

る医療機関であるにもかかわらず、救急医療の

中であまり書かれていない。 

救急医療における滋賀医科大学の存在は大き

いのではないか。 

滋賀県における救急搬送(軽症から重症まで)

の４割近くを４つの救命救急センターで応需して

おり、救急医療の要は救命救急センターです。 

 滋賀医科大学医学部附属病院には特定の疾患

に係る高度・専門的な医療を提供していただいて

おり、その役割については疾病ごとの対策の中

で記載しています。 

 このため、原案のとおりとします。 
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NO 頁 意見・情報の概要 滋賀県の考え方 

38  救急車の適正利用の推進のため、救急安心セ

ンター事業（♯7119）の実施に向けた検討をお願

いする。 

救急車の適正利用の推進には救急安心セン 

ター事業（♯7119）も一つの手段であると考えて

いますが、平成 29 年 11 月時点で導入されてい

るのは全国で 11 自治体に留まっている状況で

す。  

導入に当たっては、専門の相談員、特に医師

の確保等、様々な課題があり、導入事例の情報

収集などを通して研究していきます。 

39  ブロック化が救急医療体制を充実させる上で

大事なことは承知しているが、ブロックを越えて

有名な先生のおられる病院などへ受け入れる救

急のルートを示してもらいたい。 

ブロック化の考え方は、「入院を必要とする救

急医療」についての基本的な考え方であり、ブロ

ックを越えた搬送はしないという意味ではなく、

「２ 保健医療圏の区分」における三次保健医療

圏の説明（Ｐ23）にもありますとおり、高度な医療

等の提供については、滋賀県全域を区域として

います。 

8 小児医療（小児救急を含む） 

40 135 ア 小児救急医療に関する圏域の見直し 

当該記載箇所は、消防搬送先の選択肢を増や

すために記載されたところと思われるが、それが

少し読み取りにくいため趣旨を記載し、その他に

ついても検討すると記載する方が良いのではな

いか。 

ブロック化については、搬送先の選択肢を増

やすことのみならず、二次救急医療体制の再編

や輪番制等、様々な課題があるため、関係機関

で構成する検討会を設置し対応していきたいと考

えていることから、原案のとおりとします。 

9 周産期医療 

41 144 下線部を加えるべき。 

「今後、分娩できる産科診療所の減少想定し、

安心・安全に出産ができるように早急に今後の出

産場所のあり方について検討していく必要があり

ます。」 

（理由） 

 検討を進めることを強調するため。 

関係者とともに検討を進めつつありますので、

原案のとおりとします。 

42 147 下線部を加えるべき。 

「産婦人科医、小児科・新生児科医師、助産師

とともに検討する場を立ち上げ、身近な場所での

安全・安心な分娩取扱い場所の確保を図りま

す。」 

（理由）  

安心・安全な分娩場所の確保を図る為には、

以前のようにより身近な場所での出産ができるこ

とを望まれるため。 

産科医師の現状等を考えると、全てを身近な

場所で対応していくには困難な状況にあるため、

医療資源を集約し、専門医療を充実していくこと

も必要とされていることから、原案のとおりとしま

すが、御意見は今後の取組にあたっての参考と

させていただきます。 
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NO 頁 意見・情報の概要 滋賀県の考え方 

 11 在宅医療 

43  在宅医療を進めるうえで、在宅医が充実してい

ない現状がある。往診して下さる先生が、栗東

市、野洲市では減少している現状で困っている。 

計画に在宅医の充実について組み込んでいた

だきたい。 

在宅医療に携わる医師の増加については、

「11 在宅医療」の具体的な施策（P159）に記載し

ているところですので、修正は行わず原案のとお

りとします。 

44 159 （2）在宅療養を支援する医療資源の整備・充実と

ネットワーク活動の促進 の項目について 

 

現在、在宅療養支援診療所の数が増加しない

大きな原因は２４時間対応である。 

在宅医療を実施していても、診療所のグルー

プ化を希望しない診療所が多くあるほか、グルー

プを作っている在宅療養支援診療所でも盆や正

月休みの対応が困難な場合があるため、病院と

の連携が必要と思われる。 

特に在宅看取りの場合、長期の休みにグルー

プの開業医全員が出動できない場合もあり、訪

問看護師での対応のみとなるため、消防と連携

し、病院搬送での看取りの手順を協力病院、訪問

看護師、薬剤師、歯科医師、他の介護職の

方々、市行政と協議し連携実行を計画している。 

在宅看取りを含め、増大かつ多様化する在宅

医療ニーズに対応するためには、御意見のとお

り、在宅療養を支援する医療資源の整備・充実と

多職種・多機関でのネットワーク活動の促進、本

人が望む場所での日常療養から人生の最終段

階におけるケア、看取りが可能な体制づくりなど

を進めていく必要があると考えており、御意見の

趣旨はすでに盛り込んでいますので、修正は行

わず原案のとおりとします。 

45 160 以下のとおり修正すべき。 

健康福祉事務所を中心が中心となって 

⇒健康福祉事務所が中心となって 

御意見のとおり修正します。 

 13 慢性腎臓病 

46 170 現状と課題 （3）関係機関連携の現状と課題」

ならびに具体的な施策の中で、滋賀医科大学へ

の慢性腎臓病医療連携推進事業の委託に関す

る記載を加えていただきたい。 
 

（例文） 

慢性腎臓病診療・研究の拠点のひとつである国

立大学法人滋賀医科大学に慢性腎臓病医療連

携推進事業を委託し、県民に向けた慢性腎臓病

啓発のための市民公開講座の開催、県下統一の

ＣＫＤ地域連携パスの運用あるいはＣＫＤシール

の活用等医療連携ネットワーク体制の構築、医

薬連携協議会による多職種連携等の取組みを促

進させてきた。 

御意見を踏まえ、「（３）関係機関連携の現状と

課題」の２つ目の○の次に、次のとおり追加しま

す。 

 
 

 

「○慢性腎臓病医療連携推進研究事業を滋賀医

科大学に委託し、県民に向けた慢性腎臓病啓発

のための市民公開講座の開催、医療連携ネット

ワーク体制の構築や多職種連携等の取組を推進

してきました。」 
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NO 頁 意見・情報の概要 滋賀県の考え方 

 15 アレルギー疾患 

47 183 （１）重症化の予防と症状の軽減のための取組の

促進 二つ目の○ 

下線部を追加してはどうか。 

 

○滋賀医科大学では、アレルギー疾患対策とし

て、花粉飛散情報や県内アレルギー診療情報の

提供、鼻炎・結膜炎・ぜん息・薬疹・アナフィラキ

シーなどの重症例・難治例に対する医療の提

供、ならびに、発症や重症化の予防のために必

要なアレルゲンの検索検査、ならびに医療従事

者の資質向上を目指した取組を行います。 

（理由） 

重症化の予防と軽減のためには、何より第一に

正確な診断、特にアレルゲンの同定が必要であ

るが、その視点が抜け落ちている。 

御意見を踏まえ、次のとおり下線部を追加しま

す。 

 

 

「○滋賀医科大学では、アレルギー疾患対策とし

て、花粉飛散情報や県内アレルギー診療情報の

提供、鼻炎・結膜炎・ぜん息・薬疹・アナフィラキ

シーなどの重症例・難治例に対する医療の提

供、発症や重症化の予防のために必要なアレル

ゲンの検索検査、医療従事者の資質向上を目指

した取組を行います。」 

 16 感染症 

48 193 結核に関する数値目標で、「前年新登録肺結

核患者の治療中断者数 ０人」とあるが、実質無

理だと思われる。他の 2 つの目標と同様、国と同

じ「肺結核患者の治療失敗･脱落率 ５％以下」と

すべきではないか。 

平成 28 年においても 15.3％（111 人中 17 人）

の治療中断があることから、この 6 年間の目標と

しては、御意見のとおり「肺結核患者の治療失

敗・脱落率 5％以下」に修正します。 

 17 その他疾患 

49 200 （１）慢性疼痛対策  

下線部を追加してはどうか。 

 

現状と課題 

○ 全国的には「痛みセンター」が 22 か所に設

置されており、滋賀医科大学医学部附属病院(ペ

インクリニック科)においても平成 25 年度（2013 

年度）から設置されています。滋賀県では集学的

治療を施行できる只一つの施設である。全国の

国立大学で、診療実績が、一番高いことが厚労

省慢性の痛み政策事業で、高く評価されている。 

○ 滋賀医科大学医学部附属病院(ペインクリニ

ック科)を中心に、チーム医療による集学的な疼

痛治療システム構築の研究を行い、地域医療従

事者(医師、看護師、理学療法士等)に対して慢性

御意見の内容については、いずれも個別具体

的な内容となりますので、今回の計画において

は原案のとおりとするとともに、今後の取組にあ

たっての参考とさせていただきます。 
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NO 頁 意見・情報の概要 滋賀県の考え方 

疼痛に関する現状や課題、適切な対処方法等に

ついての研修会開催や、慢性の痛みに対する適

切な管理と理解を広めるため医療従事者や県民

への啓発活動を行っています。文部科学省慢性

の痛み教育事業；課題型高度医療人育成プログ

ラムにおいて、卒後教育の e-learning による医

療者教育の準備を完成し、201８年 4 月から開講

する。滋賀医大痛みセンターのスタッフが中心と

なり、ＮＰＯ痛み学研究教育センターによる医療

者研修会を関西、全国で施行し、理学療法士、臨

床心理士などを中心に、滋賀県の認定医療者を

育成し、地域で活躍を始めている。 

○ 医療従事者や県民が慢性の痛みについての

理解を深め、適切な管理ができるための取組が

必要です。がんの緩和医療における、がん性慢

性疼痛の治療も対象にしていく予定である。 

具体的な施策 

○ 滋賀医科大学医学部附属病院の痛みセンタ

ーが実施する医療従事者の育成や県民への啓

発のための取組について支援します。2017 年度

から始まった厚労省痛みセンターモデル事業で、

関西圏の取り組み、特に滋賀県での地域医療と

の連携、産業医との介護離職ゼロに向けた連携

は、厚労省で高く評価されており、国立大学病院

では只一つ全国モデルになる大学病院である。

慢性疼痛診断アプリの開発がすみ、今後医師

会、県民との連携を深めていく予定である。 

 18 臓器移植・骨髄移植 

50 204 （２）骨髄移植 具体的な施策 

イ 骨髄提供希望者の登録の推進 

以下のとおり追加してはどうか。 

 

○ 滋賀医科大学附属病院で今までに実施して

きた骨髄バンクドナーの骨髄採取の実際につ

いて、具体的な説明会を定期的に開催し、骨

髄提供に対する不安を払拭していただくように

努力する。  

○ さらに、現状では骨髄採取のみではなく、末

梢血幹細胞採取での提供も行われていること

 御意見を踏まえ、具体的な施策のアの内容に

ついて、次のとおり修正します。 

 

（修正前） 

「日本骨髄バンク、滋賀県赤十字血液センター、

ボランティア団体、市町等と連携し、」 

（修正後） 

「日本骨髄バンク、滋賀県赤十字血液センター、

骨髄移植可能施設、ボランティア団体、市町等と

連携し、」 
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NO 頁 意見・情報の概要 滋賀県の考え方 

を強調し、その内容を啓発していく。  また、御意見を踏まえ、「骨髄」だけでなく「末梢

血管細胞」が提供されることを前提とした表現に

修正します。 

取組の方向性 

（修正前） 

「ア 骨髄移植推進のための普及啓発 

イ 骨髄提供希望者の登録推進」 

（修正後） 

「ア 骨髄等移植推進のための普及啓発 

イ 骨髄等提供希望者の登録推進」 

 

本文中 

（修正前） 

「骨髄移植」 

（修正後） 

「骨髄移植および末梢血管細胞移植」 

 

（修正前） 

「骨髄提供者」 

（修正後） 

「骨髄等提供者」 

 20 障害保健医療福祉 

51  障害保健医療福祉の取組に「強度行動障害者

への支援の充実」を挙げてほしい。 

強度行動障害者の中には、県内に受け入れ先

がなく他県の施設への入所を余儀なくされている

方がいる。重症心身障害児と同様に、下記に取り

組んでほしい。 

①短所入所や生活介護事業所、グループホー

ムの整備促進 

②関係機関の連携強化や専門的ケアマネジメ

ントの体制整備の検討 

③強度行動障害児者の支援に対応できる人材

の養成 

 当計画においては、障害分野においても保健・

医療との連携が特に必要なものを記載していま

す。強度行動障害者への支援については、福祉

分野での対応となり、別途「滋賀県障害者プラン」

に記載していることから、原案のとおりとします。 
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 21 薬事保健衛生 

52 218 医薬品の適正使用について、後発医薬品の使

用割合が数値目標にあがっているが、具体的な

施策が示されていないので何らかの施策を記載

すべきではないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、「医療費適正化計画（原案）」では、「医薬

品の適正使用」と「後発医薬品の使用促進」は別

項目となっているので、整合を図るため別項目と

されるほうがよいのではないか。 

 御指摘を踏まえ、現状と課題の１つ目の○に後

発医薬品にかかる課題について下線部を追記し

ます。 

 

「○ 患者負担の軽減等の観点から後発医薬品

の普及促進を図る必要がありますが、平成 28 年

度（2016 年度）末現在の本県の後発医薬品割合

（数量ベース）は 67.0％、全国 66.8％であり全国

29 位となっています。後発医薬品の使用が進ま

ない理由に、後発医薬品に関する誤解や品質に

対する不安が挙げられ、これらの解消が求めら

れています。また、平成 28 年度（2016 年度）末

現在の本県の医薬分業率は 70.7％(処方箋約

767 万枚)、全国 71.7％であり、全国 28 位となっ

ていますおり、医薬分業の定着を図る必要があり

ます。」 

 

また、併せて具体的な施策（１）に使用促進施

策として、１つ目の○の前に次のとおり追記しま

す。 

 

「○ 後発医薬品の使用促進を図るため、「滋賀

県後発医薬品安心使用促進協議会」を通じて、

関係機関と連携し、情報共有等を図るとともに、

薬局における後発医薬品に関する正しい知識の

普及と情報提供を推進します。」 

 

 後発医薬品の使用促進については、医療費適

正化計画においては国の方針に合わせ、「医療

の効率的な提供の推進」の中で別項目としてい

ますが、本計画においては、薬事保健衛生の中

で、患者本位の医薬分業の実現とともに後発医

薬品に関する正しい知識と情報提供に努めるこ

とにより、使用促進を図ることとしているため、原

案のとおりとします。 
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 その他 

53  第 3 部 第 3 章疾病・事業ごとの医療福祉体制

について 

 

全 21 項目の中に運動器疾患、特に骨粗鬆症を

入れてはどうか。 

骨粗鬆症を適切な時期に診断、治療開始をす

ることにより歩行能力、ADL 低下の原因となる大

腿骨近位部骨折や脊髄圧迫骨折のある程度の

予防が可能。各地域でイベントとして骨粗鬆症に

対する啓蒙はされているが、適切な治療を受け

ていないか、あるいは受けていても中断されるこ

とも多いように見受けられる。 

要支援・要介護が必要になる原因の 25%が運

動器疾患であり、とくにその多くは骨粗鬆症に起

因する骨折によるものと言われている。医療関係

者のみならず、介護福祉関係者および住民に対

して、骨粗鬆症対策をすることの重要性を啓蒙、

周知し連携することにより、骨脆弱制に起因する

骨折の１次予防、２次骨折予防を行うことにつな

がり、さらには健康寿命の延命につながることと

思う。 

 骨粗鬆症については、要介護の原因の一つで

ある骨・関節疾患の一つと捉えており、「第２部 

健康づくりの推進」「３ 介護予防」において、高齢

者の健康増進および要介護状態になる疾病の予

防に関する取組の中で、その対策を記述してい

ることから、原案のとおりとします。 

 第 6 章 患者・利用者を支える人材の確保 

 1 医師 

54 241 医師の働きやすい環境は、医師のみならず多

職種の連携が重要である。そのなかでも看護師

は、極めて大きな役割を担い得る職種であるとさ

れている。しかし補助的な医行為である特定行

為を行うことのできる看護師は全国でも極少数

で、その要請は喫緊の課題である。 

 そこで、具体的な施策（１）医師の安定的な医師

確保システムの構築 イ 魅力ある病院づくり 

の項目に以下のとおり追加してはどうか。 

 

③ 医師の負担を軽減しつつ医療の質を確保・

向上させるため、指定研修機関である滋賀医科

大学と連携して特定行為を適切に行うことのでき

る看護師を育成するなど、多職種連携のための

環境整備の取組に対する支援を行います。 

特定行為を行うことができる看護師の育成に

ついては、Ｐ251「４ 保健師・助産師・看護師・准

看護師 ③看護師・准看護師」の部分において記

述していることから、原案のとおりとします。 
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 4 保健師・助産師・看護師・准看護師 

55 248 特定行為研修を修了した看護師は、急性期か

ら在宅医療等のさまざまな現場で活躍が期待さ

れており、質の高いチーム医療の実現に向けて

その重要度は大きく増してくるものと思われる。 

 そこで、【看護職員】具体的な施策（１）本県にお

ける医療需要の変化に対応する看護職員の養

成・確保・定着の推進 の項目に、以下のとおり

追加してはどうか。 

 

⑤ チーム医療を担う看護職員の育成 

◯ 国の示すチーム医療を推進するため、急性

期から慢性期、在宅医療でも活躍できる特定行

為を適切に行うことができる看護師を養成しま

す。 

◯ 質の高い看護職員を養成するため、看護師

の特定行為に関する指定研修機関である滋賀医

科大学での当該研修の運営を支援します。 

特定行為研修の指定研修機関である滋賀医

科大学との連携については、P248 【看護職員】

具体的な施策「（２）イ 多様化する医療ニーズに

対応できる専門性の高い看護職員の育成」にお

いて、記載していることから、原案のとおりとしま

す。 

  

チーム医療を担う看護職員の育成について

は、御意見を踏まえ、Ｐ251【職種別の取組】③看

護師・准看護師具体的な施策（２）の２つ目の○

に下線部を追記します。 

 

「○医療依存度の高い患者や利用者への対応の

ために、チーム医療を担うことができる看護師と

して、特定行為を適切に行うことができる看護師

を地域の実情に応じて育成します。」 

8 精神保健福祉士 

56  全国平均水準レベルに引き上げるため、目標

設定が必要。 

また、就労定着をはかるために働き暮らし応援

センターに配置する目標設定が必要。 

目標設定することは困難ですが、御意見は今

後の施策推進にあたっての参考とさせていただ

きます。 

第 4 部 総合的な医療福祉体制の整備  

第 1 章 推進体制および評価 

 1 推進体制と役割 

57 263 保険者の記載はあくまでも市町の保険者を指

しているが、30 年度からは県が国民健康保険事

業の財政運営を担う保険者となることから、その

位置づけについても記しておくべきではないか。 

御指摘を踏まえ、保険者の役割に次のとおり

追記します。 

 

「県は、平成 30 年度から市町とともに国民健

康保険の保険者となり、市町が引き続き実施す

る保健事業等を支援するとともに、保険者間の連

携に中心的な役割を担っていきます。」 
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 その他 

58  「地域連携クリティカルパス」という用語につい

て、実際に何を指すのかよく分からない。 

（用語解説にあるような理想的なクリティカルパス

は滋賀県にはないのではないか） 

地域連携クリティカルパスは、保健医療計画に

記載することとされている５疾病のうち、本県で

は「脳卒中」「がん」「糖尿病」「心筋梗塞」につい

て、医療・介護機関が患者の医療情報等を共有

するために二次・三次医療圏域単位で運用して

いる診療計画表です。 

現状では地域によって運用状況に差があるこ

とから、より効率的、効果的な仕組みとして活用

が促進されるよう評価・検討を進めていくこととし

ており、計画にもその旨を盛り込んでいます。 

59  医療保険課が作成中の県版データヘルス計画

との整合は保たれているのか。 

 整合を図り、策定しています。なお、データヘル

ス計画は国民健康保険の保険者として策定する

計画であるため、県民全体を対象とする保健医

療計画とは使用するデータ等が異なることがあり

ます。 

60  巻末の用語の解説について、用語が出てくる

本文の頁を明示して索引機能を持たせてはどう

か。 

 御指摘のとおり修正します。 

61  「医療保険者」と「保険者」の使い分けが不明な

ので統一すべき。 

また、記載されている表の年度が統一されて

いないが、最新の情報を使用しているのか。 

「保険者」で統一するとともに、用語解説におい

て保険者についての項目を追記します。 

また、調査時点は各統計でまちまちであり、各

データの最新のものを使用しています。 

62  図表の出典等、字体・フォント、下記の用語の

統一を図るべきではないか。 

①「ころ」、「ごろ」、「頃」 

②「うえで」、「上で」 

③「更に」、「さらに」 

④「り患」、「罹患」 

御意見のとおり、出典等、字体・フォントを統一

するとともに、「頃」「上で」「更に」「り患」に統一し

ます。 

 

 


